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Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  923,706  923,706  -  249,556  -  329,037  330,000  15,113  - - 
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1 R4 単 ○ ○

住民税非課
税世帯等物
価高騰支援
給付金事業
【低所得者
世帯給付
金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世
帯支援

336,000 336,000 6,000 330,000 

①コロナ禍における物価高騰の影響を受ける中、物価高騰の負
担感の大きい低所得世帯や給与収入の大幅な減少、解雇等の
あった世帯への負担軽減を図るため、住民税非課税世帯及び家
計急変等世帯に給付金を支給する。
②低所得世帯や家計急変等世帯への給付金
③給付金総額
・令和５年度分の住民税均等割非課税世帯
330,000,000円（11,000世帯×30,000円）
・令和５年の家計急変世帯
6,000,000円（200世帯×30,000円）
④令和５年度分の住民税均等割非課税世帯、令和５年の家計
急変世帯

－ － ○ － R5.4 R6.3 申請等のあった支援対象者に対
する給付率100％

HPへの掲載
広報紙への掲載
対象世帯への案内(低所得者世
帯）

R5補正（地）
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2 R4 単 ○ ○

住民税非課
税世帯等物
価高騰支援
給付金事業
（事務費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 15,113 15,113 15,113 

①コロナ禍における物価高騰の影響を受ける中、物価高騰の負
担感の大きい低所得世帯や給与収入の大幅な減少、解雇等の
あった世帯への負担軽減を図るため、住民税非課税世帯及び家
計急変等世帯に給付金を支給する。
②事務費、時間外勤務手当、会計年度任用職員人件費
③事務費及び会計年度任用職員人件費15,113,000円
④令和５年度分の住民税均等割非課税世帯、令和５年の家計
急変世帯

－ － － － R5.4 R6.3 申請等のあった支援対象者に対
する給付率100％

HPへの掲載
広報紙への掲載
対象世帯への案内（低所得者世
帯）

R5補正（地）
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6

7
8

9 R4 単 ○ －
LPガス料金
負担軽減支
援事業

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 64,400 64,400 64,400 - 

①コロナ禍におけるエネルギー価格の高騰に伴う生活者への負
担軽減を図るため、国による直接的な料金軽減対策が行われて
いないLPガス料金について、利用者のLPガス料金を値引きした
LPガス販売事業者に対し、三重県LPガス協会を通じて補助を行
う。
②補助金
③400円×6ヵ月×26,000世帯、事務費2,000,000円
④LPガス利用者

－ － － － R5.4 R6.3 支援対象世帯に対するLPガス料
金値引き件数割合100%

HPへの掲載
広報紙への掲載
ケーブルテレビ行政チャンネルで
の放送
事業実施団体から対象世帯への
案内

R5補正（地）

10 R4 単 ○ － 水道事業会
計繰出

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 148,923 148,923 148,923 - 

①コロナ渦において物価高騰による影響を受けている水道利用
者の負担軽減を図るため、官公署を除くすべての水道利用者の
水道基本料金を4ヶ月間減免する。
②伊賀市水道事業会計に繰り出し、水道基本料金の減免に要
する費用を交付対象経費とする。
③基本料金減免経費148,549,000円、システム改修経費等
374,000円
④伊賀市水道事業会計（公共団体が管理、運営する施設を含ま
ない）

－ － － － R5.7 R6.3 官公署を除く市内の減免対象者へ
の水道基本料金減免率100%

HPへの掲載
広報紙への掲載
チラシの配布

R5補正（地）

11 R4 単 ○ －

伊賀鉄道電
力料金高騰
対策支援事
業

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 28,570 28,570 - 28,570 - 

①コロナ禍におけるエネルギー価格の高騰の影響を受ける市内
に本社を有する鉄道事業者の負担軽減を図るため、市内唯一の
鉄道事業者である伊賀鉄道の運営に係る電力料金高騰相当分
に対し補助を行う。
②助成金
③伊賀鉄道電力料金高騰対策助成金28,570,000円（年間電力量
×高騰分単価14.1円）
④伊賀鉄道株式会社

－ － － － R5.4 R6.3 市内鉄道事業者1者に対し支援を
実施

HPへの掲載
広報紙への掲載

R5補正（地）

12 R4 単 ○ －

私立保育園
等給食費負
担軽減支援
事業（事業
者支援）

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 7,558 7,558 - 7,558 - 

①コロナ禍における物価高騰による給食の質の低下などの影響
を軽減するため、認可保育事業者等に対し、給食費の物価上昇
分の支援を行う。
②支援金（教職員分を除く）
③給食費高騰相当分7,558,000円
④認可保育事業者等

－ － － － R5.4 R6.3 私立保育園（13園）、私立幼稚園
（1園）に対する支援を実施

HPへの掲載
広報紙への掲載

R5補正（地）

13 R4 単 ○ －

公立保育園
等給食費負
担軽減支援
事業（保護
者支援）

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 105 105 - 105 

①コロナ禍における物価高騰による給食の質の低下などの影響
を軽減するため、公立保育園、幼稚園における給食費に係る物
価上昇分に交付金を充てる。
②材料費等に充当（職員分を除く）
③給食に係る高騰相当分105,000円
④保護者

－ － － － R5.4 R6.3
公立保育園（14園）、公立幼稚園
（1園）の保護者に対する支援を実
施

HPへの掲載
広報紙への掲載

R5補正（地）

14 R4 単 ○ －

中小企業エ
ネルギー価
格高騰対策
事業継続支
援事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

323,037 323,037 - 323,037 

①コロナ禍においてエネルギー価格の高騰の影響を受ける中小
企業者等に対し事業継続のための支援を行う。
②支援金、事務費、工事請負費、会計年度任用職員人件費
③支援金319,200,000円、事務費、工事請負費及び会計年度任
用職員人件費3,837,000円
④市内で事業を営む中小企業者

－ － － － R5.7 R6.3 対象事業者に対する支援金給付
率100%

HPへの掲載
広報紙への掲載
ケーブルテレビ行政チャンネルで
の放送
事業実施団体から対象世帯への
案内

R5補正（地）

交付金の区分

重

点

交

付

金

通

常

交

付

金

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

基金
特定事業者等

支援
種類

Ｂ４

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補

助

・

単

独

所

管 ⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ３
個人を対象と
した給付金等


